
1 アジア防災閣僚級 
会議とは

アジア防災閣僚級会議とは、
アジア各国の防災を担当する閣
僚級が集い、各国での「仙台防
災枠組 2015-2030」（2015 年 3
月に採択）の実施状況や推進方
策について意見交換を行う会議
です。毎年、アジア各国における
災害リスク被害を軽減するための
取組の成果と課題を共有し、今
後起こり得る災害への対策を総
括するため開催されます。

今年で第８回目となる当会議
は、モンゴル政府と UNISDR（国
連国際防災戦略事務局）の共催
により、モンゴル・ウランバート
ルにおいて、7 月 3 日から 5 日の
日程で開催されました。約 50 カ
国と地域から約 3000 人（事前の
参加登録人数）が参加しました。
日本政府からは、あかま副大臣
が代表として会議に出席しました。

2 会議の概要

1. 閣僚級セッション 

日本政府を代表して、あかま副
大臣から「仙台防災枠組」の支持
及びその実施に向けて日本の取組
を紹介するスピーチを行いました。
日本は仙台防災枠組の優先行動１

「リスクを理解する」への取組を
重視し、南海トラフ地震に対する
防災政策を推進することを述べ、
防災政策の基本である仙台防災
枠組のターゲット E：防災戦略に
ついても日本の DRR ガバナンスを
紹介し、実践例として先導的な役
割を果たしたい旨を述べました。

2. �テクニカルセッション２ 
「防災ガバナンス」
災害リスクを管理するための防

災政策の強化「防災ガバナンス」
をテーマとして、あかま副大臣が
議長を務め、UNISDR 水鳥代表
を含む 5 人のスピーカーと司会の
参加を得て、仙台防災枠組の優
先行動２「災害リスク軽減のため
のリスクガバナンス」に関する課
題や取組状況、ターゲット E「2020
年までに国・地方レベルの防災
戦略を作成する国を増やす」を
2020 年までに実現することにつ
いてパネルディスカッションが行
われました。本セッションでは、

議長より①長期的な防災に関す
る戦略を国・地方政府で打ち立て
ることの重要性、②地方政府・地
区レベルの取組強化が重要な役
割を示すこと、③女性、高齢者、
障害者の参画を得た包摂的なア
プローチへの取組が不可欠であ
ることを指摘しました。

3 その他 

今 会 議 で は、 田 嶋 熊 本 県
副 知 事 が、Build Back Better

（より良い復興）に関するセッ
シ ョン、 高 橋 仙 台 市 副 市 長
が、International Recovery 
Platformに関するセッションでス
ピーチを行いました。

今次会議の成果としては、「ウ
ランバートル閣僚宣言」「アジア
地域行動計画 2018-2020」が取
りまとめられました。日本政府と
して、「仙台防災枠組」のさらなる
推進に向けて取り組んで参ります。

災害に強いアジアに向けて：
アジア防災閣僚級会議の開催

内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当

閣僚級セッション モンゴル政府との会談
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東日本大震災、平成 28 年熊
本地震の教訓を踏まえ、いつ起
こるか分からない災害に備えるた
め、内閣総理大臣の指定する救
助実施市の長による救助の実施
に関する制度を創設することとす
る「災害救助法の一部を改正す
る法律（平成 30 年法律第 52 号。
以下「改正法」といいます。）」が
平成 30 年６月に成立し、公布さ
れました。ここでは、この改正法
について紹介いたします。

1 改正法の経緯

平成 28 年４月に発生した熊本
地震の対応の中で、災害救助の
役割に関する課題が改めて認識
され、平成 28 年 12 月に中央防
災会議熊本地震を踏まえた応急
対策・生活支援策検討ワーキング
グループがとりまとめた「熊本地
震を踏まえた応急対策・生活支
援策の在り方について」において、

「より迅速、的確な救助の実施、
災害救助の事務を円滑に行うと
いう観点から、現行法による救助
の実施体制や広域調整の在り方
についても検討すべきである」と
いう指摘がありました。その後、
平成 29 年 12 月にとりまとめられ
た災害救助に関する実務検討会

の最終報告や、平成 30 年２月か
ら宮城県、愛知県及び兵庫県で
行った大規模・広域災害時の災
害救助事務の連携強化に関する
協議の場における実務的検討を
踏まえ、検討を行いました。

改正法は、こうした検討を踏
まえ、現行の事務委任制度に加
えて、財政負担を含めた事務処
理能力があり、都道府県としっか
り連携できる指定都市に限り救
助実施市として災害救助法（昭和
22 年法律第 118 号）における救
助の主体とする制度を創設するこ
とにより、より円滑かつ迅速な救
助を可能とするものです。

改 正法は、平成 30 年５月８
日に閣議決定、同日に衆議院に
提出され、衆参両院での審議を
経て、同年６月８日に全会一致を
もって可決・成立、同 15 日に公
布されました。

2 改正法の概要

（１）救助実施市の長による救助
の実施

救 助実 施市（その防災体制、
財政状況等を勘案し、災害に際
し円滑かつ迅速に救助を行うこと
ができるものとして内閣総理大臣
が指定する市をいう。以下同じ。）

の長が、その区域内において災害
により被害を受け、現に救助を
必要とする者に対する救助を行う
ものとしました。

（２）都道府県知事による連絡調整
都道府県知事は、救助実施市

の区域及び救助実施市以外の市
町村の区域にわたり発生した災害
に際し、救助に必要な物資の供
給又は役務の提供が適正かつ円
滑に行われるよう、救助実施市
の長及び物資の生産等を業とす
る者等との連絡調整を行うものと
しました。

（３）救助に要した費用の支弁区分
救助実施市の長による救助に

要する費用は、救助実施市が支
弁するものとしました。

（４）国庫負担
国庫は、救 助実 施 市が 支弁

した費用等の合計額が政令で定
める額以上となる場合に、その
一部を負担するものとしました。

（５）災害救助基金
救助実施市は、費用の支弁の

財源に充てるため、災害救助基金
を積み立てておかなければならな
いものとしました。

内閣府（防災担当）被災者行政担当
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迅速・的確な救助のために：
災害救助法の改正



都道府県及び救助実施市の災
害救助基金の各年度における最
少額は、都道府県の地方税法に
定める普通税の収入額の決算額
を基に算定した額とし、災害救助

基金がその最少額に達していな
い場合は、政令で定める金額を
当該年度において積み立てなけ
ればならないものとしました。

（６）改正法の施行日
改正法は、一部の規定を除き、

平成 31 年４月１日から施行する
ものとしました。

一定規模の災害に際しては、避難所の設置や応急仮設住宅の供与等の救助を都道府県知事が
行うとともに、救助に要した費用の一部を、国が負担することを規定。

最大 2,700 万人 ( 全国 20 指定都市の総人口 ) の被災者の救助を迅速かつ円滑に行えるように
なるとともに、その他の市町村の被災者の救助も迅速化されるという効果が期待できる。

平成 31 年４月１日

災害救助の円滑かつ迅速な実施を図るため、救助実施市が自らの事務として被災者の救助を
行うことを可能にする制度を創設。
１．救助実施市の指定

内閣総理大臣は、申請に基づき、防災体制や財政状況等を勘案し、救助実施市※を指定する
ものとする。また、指定に際しては、内閣総理大臣はあらかじめ都道府県知事の意見を聴くもの
とする。
※ 指定都市を指定、具体的な基準は内閣府令で規定。

２．都道府県による調整
都道府県知事は、救助に必要となる物資（食料や住宅資材等）の供給等が適正かつ円滑に行

われるよう、救助実施市の長及び物資の生産等を業とする者その他の関係者との連絡調整を行う
ものとする。
３．災害救助基金

救助実施市は、救助費用の財源に充てるため、都道府県と同様に災害救助基金を積立ててお
かなければならないこととする。

※ 災害対策基本法第 72 条第１項に定める都道府県知事の指示権等について、変更はなし。

災害救助法

改正効果

施行期日

法律の概要

内閣府 ( 防災担当 )

都道府県

＜改正後＞

救助実施市
( 指定都市の中 
から指定 )

※�都道府県は、救助 
実施市（指定都市の
中から指定）以外の
市町村における救助
に注力できる

財源負担は国と救助 
実施市（指定都市の中
から指定）

財源負担は 
国と都道府県

市町村

避難所の設置
応急仮設住宅の供与 等

平成 30 年６月 15 日公布
災害救助法の一部を改正する法律の概要

都道府県知事 
による調整
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南海トラフ地震は、太平洋沖
を震源とし、最大震度 7 の揺れ
と大津波によって、関東から九州
にかけて大きな被害をもたらす
と想定されています。この巨大
地震によって深刻な被害を受け
る可能性の高い県の一つである
高知県では、揺れと津波で最大
42,000 人以上が被災すると予測
されています。

その高知県で、住民との絆を
深めることで地域の防災意識向
上に取り組んでいるのが高知市
立南海中学校 ( 生徒数 201 名 )
です。同校は太平洋に面する土佐
湾の海岸線から約 800m に位置
しており、南海トラフ地震が発生
した場合には津波が 30 分～１時
間で到達し、校区の 60% 以上が
被害にあうと予測されています。

防災 活 動を本 格 的に始める
きっかけとなったのは、平成 23年
(2011) の東日本大震災です。同
地域にも大津波警報が発令され
たにもかかわらず避難する人は少
なく、一部の生徒や住民が津波
を見物に海岸へ行くなど、防災意
識の低さが明らかになりました。
こうした状況に危機感を持った同

校は、南海トラフ地震に備えた防
災教育の一環としてNSP (Nankai 
Survival Project) を開始しました。

同校の隅田哲正教頭はその目
標を次のように説明します。

「生徒が災害時に自分の命を守
り、安全を確保できる力を身に付
けるとともに、地域のために主体
的に行動できるようになることを
目指しています。そのために、生
徒が中心となり、住民と協力しな
がら活動を進めています。」

主な活動の一つが、防災イベン
ト「防災フェア」です。同フェア
は３年生全員と約 20 名の生徒で
構成されるＮＳＰ実行委員会が中
心となり、平成 24 年以来、毎年
開催されています。消防署、警察
署、自衛隊、日本赤十字、自主
防災組織など地域の関係機関の
支援を受け、初期消火や応急手
当の訓練、起震車体験、避難シ
ミュレーションゲーム、炊き出し
試食会、着衣水泳などが行われ、
地域内外から毎年 700 人以上が
参加します。

防災フェアでは、ＮＳＰ実行委
員会による「防災にわか」の上演
も行っています。「にわか」とは、

江戸時代に大阪で生まれた即興
の寸劇で、高知県室戸市の神社
の奉納行事として上演される佐喜
浜俄 (さきはまにわか ) は、国の
無形民俗文化財にも指定されて
います。「防災にわか」は、この
佐喜浜俄から着想を得て作られま
した。生徒たちが演じる「校長先
生」「戦国大名の長宗我部元親」

「坂本龍馬」によるユーモア溢れ
るやりとりで、防災の大切さを訴
える話となっています。

「『防災にわか』を始めた当時
の教職員は、住民の防災意識を
高めるには、『笑い』を交えて、
防災を分かりやすく紹介するのが
効果的ではと考えました。その
狙い通り『防災にわか』は大好評
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「防災にわか」を上演する生徒たち

内閣府 ( 防災担当 ) 普及啓発・連携担当

防災リーダーと
地域の輪

防災活動に「笑い」を取り入れ、 
地域の防災意識の向上に貢献

高知県高知市立南海中学校は災害への備えを地域に広げる 
ため、伝統芸能を活かした防災活動などに取り組んでいます。

第36回

高知市立南海中学校



で、地域内外の防災イベントやお
祭りなどに引っ張りだことなってい
ます」と隅田教頭は話します。

この他、平成 27 年から毎年
実施されている「南海中学校区一
斉津波避難訓練」も同校の重要
な活動となっています。生徒が自
主防災組織の代表者との打ち合
わせや、住民への説明会を行っ
て訓練にのぞみます。平成 28 年
の訓練の前には、生徒が自主防
災組織と協力して「津波避難マッ

プ」の改善に取り組みました。以
前のマップの地名には住民に馴
染みのない公的な名称が使われ
ており、「どこの場所か分からな
い」という指摘があったため、住
民が聞き慣れた地域独自の呼び
名へと修正し、より使いやすい
マップとなりました。

訓練当日は、生徒は住民と一
緒に避難するだけではなく、避
難者受付名簿作成も担当します。
訓練後には反省会を開き、参加

者を増やすための改善点などを話
し合います。訓練の参加者は毎
回 800 人程度にとどまっています
が、それを 2000 人に増やすこと
が目標になっています。

南海中学校の生徒は防災活動
以外にも地域のお祭りや福祉施
設の行事などに積極的に参加し
て、住民との信頼関係を築いて
います。

こうした地域に根ざした防災活
動は高く評価され、南海中学校
は平成 28 年度に防災教育チャレ
ンジプランの「特別賞」を、平成
29 年度には、ぼうさい甲子園の

「ぼうさい大賞」を受賞しています。
「住民の方からも、『中学生が

動くと、大人を動かすことができ
る。南海中は地域になくてはなら
ない存在』という言葉をいただい
ています。また、中学生にとって
も、自らの活躍の場を得られるこ
とで、大きな自信につながってい
ます」と隅田教頭は話します。

今後も、「地域の絆は防災の力」
を合言葉に、南海中学校は前進
し続けます。

（画像提供：すべて  南海中学校）
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● 編集後記
全国各地で台風や地震などの災害が続い

ています。こんな時こそ、災害が起きた際
に対応できる「備え」が必要です。日ごろ
からご自宅の備蓄ストックの確認に加え、
防災訓練への参加などを心がけてみてくだ
さい。

今回は、九都県市（埼玉県、千葉県、東
京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、
さいたま市、相模原市）の合同訓練を特集
でご紹介しています。倒壊したビルからの
救出訓練など、より実践的な訓練の様子が
皆様の「心の備え」に繋がると幸いです。

武者姿で「長宗我部祭り」に参加する 
生徒たち

「防災フェア」での炊き出し訓練

「津波避難マップ」作成のために自主防災
組織と現地調査

地域住民への避難訓練説明会

ぼうさい 秋号  [No. 92]

ご意見・ご感想を、内閣府（防災担当）広報誌「ぼうさい」担当宛で、はがき、FAX にてお寄せください。
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平成30年度「津波防災の日」スペシャルイベント

『最新科学×津波×地域防災』
日時   平成 30 年11月5日  13:00～ 18:00
場所   �川崎商工会議所 

川崎フロンティアビル 2階 KCCI ホール

月曜日




